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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プリコーディングを行うＭＩＭＯ方式の移動通信システムで使用される基地局装置であ
って、
　特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ（Ｐ
ＭＩ）をユーザ装置から受信する受信部と、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルを下りリンクの通信に使用するか否
かを示すフラグインジケータの値を決定する決定部と、
　前記フラグインジケータを少なくとも含む下り制御信号を作成する制御信号生成部と、
　前記下り制御信号を含む信号を下りリンクで送信する送信部とを備え、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない
場合、当該基地局装置及び前記ユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリン
クの通信でプリコーディングベクトルとして使用され、
　前記フラグインジケータは、多ビットで表現されており、前記フラグインジケータによ
って、複数のデフォルトベクトルの内の何れかも指定され、
　前記制御信号生成部は、制御情報、フラグインジケータ及び誤り検出情報を含む情報部
分を符号化単位としてチャネル符号化し、
　前記誤り検出情報は、前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算
対象に所定の演算を行うことで導出されることを特徴とする基地局装置。
【請求項２】
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　プリコーディングを行うＭＩＭＯ方式の移動通信システムで使用される基地局装置であ
って、
　特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ（Ｐ
ＭＩ）であって、かつユーザ装置から受信したＰＭＩで特定されるプリコーディングベク
トルを下りリンクの通信に使用するか否かが示されたフラグインジケータを少なくとも含
む下り制御信号を作成する制御信号生成部と、
　前記下り制御信号を含む信号を下りリンクで送信する送信部とを備え、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない
場合、当該基地局装置及び前記ユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリン
クの通信でプリコーディングベクトルとして使用され、
　前記フラグインジケータは、多ビットで表現されており、前記フラグインジケータによ
って、複数のデフォルトベクトルの内の何れかも指定され、
　前記制御信号生成部は、制御情報、フラグインジケータ及び誤り検出情報を含む情報部
分を符号化単位としてチャネル符号化し、
　前記誤り検出情報は、前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算
対象に所定の演算を行うことで導出されることを特徴とする基地局装置。
【請求項３】
　プリコーディングを行うＭＩＭＯ方式の移動通信システムの基地局装置で使用される送
信方法であって、
　特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ（Ｐ
ＭＩ）をユーザ装置から受信するステップと、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルを下りリンクの通信に使用するか否
かを示すフラグインジケータの値を決定するステップと、
　前記フラグインジケータを少なくとも含む下り制御信号を作成するステップと、
　前記下り制御信号を含む信号を下りリンクで送信するステップとを備え、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない
場合、当該基地局装置及び前記ユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリン
クの通信でプリコーディングベクトルとして使用され、
　前記フラグインジケータは、多ビットで表現されており、前記フラグインジケータによ
って、複数のデフォルトベクトルの内の何れかも指定され、
　前記下り制御信号を作成するステップは、制御情報、フラグインジケータ及び誤り検出
情報を含む情報部分を符号化単位としてチャネル符号化し、
　前記誤り検出情報は、前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算
対象に所定の演算を行うことで導出されることを特徴とする送信方法。
【請求項４】
　プリコーディングを行うＭＩＭＯ方式の移動通信システムの基地局装置で使用される送
信方法であって、
　特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ（Ｐ
ＭＩ）であって、かつユーザ装置から受信したＰＭＩで特定されるプリコーディングベク
トルを下りリンクの通信に使用するか否かが示されたフラグインジケータを少なくとも含
む下り制御信号を作成するステップと、
　前記下り制御信号を含む信号を下りリンクで送信するステップとを備え、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない
場合、当該基地局装置及び前記ユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリン
クの通信でプリコーディングベクトルとして使用され、
　前記フラグインジケータは、多ビットで表現されており、前記フラグインジケータによ
って、複数のデフォルトベクトルの内の何れかも指定され、
　前記下り制御信号を作成するステップは、制御情報、フラグインジケータ及び誤り検出
情報を含む情報部分を符号化単位としてチャネル符号化し、
　前記誤り検出情報は、前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算
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対象に所定の演算を行うことで導出されることを特徴とする送信方法。
【請求項５】
　プリコーディングを行うＭＩＭＯ方式の移動通信システムであって、
　下りリンクで信号を送信する基地局装置と、
　前記基地局装置からの信号を受信するユーザ装置とを備え、
　前記基地局装置は、
　特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ（Ｐ
ＭＩ）であって、かつユーザ装置から受信したＰＭＩで特定されるプリコーディングベク
トルを下りリンクの通信に使用するか否かが示されたフラグインジケータを少なくとも含
む下り制御信号を作成する制御信号生成部と、
　前記下り制御信号を含む信号を下りリンクで送信する送信部とを備え、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない
場合、当該基地局装置及び前記ユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリン
クの通信でプリコーディングベクトルとして使用され、
　前記フラグインジケータは、多ビットで表現されており、前記フラグインジケータによ
って、複数のデフォルトベクトルの内の何れかも指定され、
　前記制御信号生成部は、制御情報、フラグインジケータ及び誤り検出情報を含む情報部
分を符号化単位としてチャネル符号化し、
　前記誤り検出情報は、前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算
対象に所定の演算を行うことで導出されることを特徴とする移動通信システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は一般に移動通信の技術分野に関連し、特に複数のアンテナを用いて通信を行う
基地局装置、ユーザ装置及び方法に関連する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の技術分野では次世代移動通信方式に関する研究開発が急ピッチで進められてい
る。W-CDMAの標準化団体3GPPは、W-CDMAやHSDPA、HSUPAの後継となる通信方式がとして、
ロングタームエボリューション(LTE:　Long　Term　Evolution)を検討している。LTEでは
無線アクセス方式として下りリンクにOFDM方式を、上りリンクにSC-FDMA(Single-Carrier
　Frequency　Division　Multiple　Access)を予定している (例えば、非特許文献1参照)
。
　直交周波数分割多重接続(OFDM)方式は、周波数帯域を複数の狭い周波数帯域（サブキャ
リア）に分割し、各周波数帯上にデータを載せて伝送を行うマルチキャリア方式であり、
サブキャリアを周波数上に、一部重なりあいながらも互いに干渉することなく密に並べる
ことで、高速伝送を実現し、周波数の利用効率を上げることができる。
【０００３】
　シングルキャリアFDMA(SC-FDMA)は、周波数帯域を分割し、複数の端末間で異なる周波
数帯域を用いて伝送することで、端末間の干渉を低減することができるシングルキャリア
方式の伝送方式である。SC-FDMAでは、送信電力の変動が小さくなる特徴を持つことから
、端末の低消費電力化及び広いカバレッジを実現できる。
【０００４】
　LTEは、上りリンク、下りリンクともに１つないし２つ以上の物理チャネルを複数のユ
ーザ装置で共有して通信を行うシステムである。上記複数のユーザ装置で共有されるチャ
ネルは、一般に共有チャネルと呼ばれ、LTEでは上り共有物理チャネル(PUSCH:　Physical
　Uplink　Shared　Channel)により上りリンクの通信が、下り共有物理チャネル(PDSCH:
　Physical　Downlink　Shared　Channel)により下り通信が行われる。
【０００５】
　これらの共有チャネルを用いた通信システムではサブフレーム(Sub-frame)(LTEでは1ms
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)毎に、どのユーザ装置に対して上記共有チャネルを割り当てるかをシグナリングする必
要がある。このシグナリングに用いられる制御チャネルは、LTEでは、物理下りリンク制
御チャネル(PDCCH:　Physical　Downlink　Control　Channel)または、下りL1/L2制御チ
ャネル(DL-L1/L2　Control　Channel)と呼ばれる。上記物理下りリンク制御チャネルの情
報には、例えば、下りスケジューリング情報又はダウンリンクスケジューリングインフォ
メーション(Downlink　Scheduling　Information)、送達確認情報(ACK/NACK:　Acknowled
gement　information)、上りリンクスケジューリンググラント(Uplink　Scheduling　Gra
nt)、オーバーロードインジケータ(Overload　Indicator)、送信電力制御コマンドビット
(Transmission　Power　Control　Command　Bit)等が含まれる（例えば、非特許文献２参
照）。
【０００６】
　上記下りスケジューリング情報や上りリンクスケジューリンググラントは、どのユーザ
装置に対して上記共有チャネルを割り当てるかをシグナリングするための情報である。下
りスケジューリング情報には、例えば、下りリンクの共有チャネルに関する、下りリンク
のリソースブロック(RB:　Resource　Block)の割り当て情報、ＵＥのＩＤ、MIMOが行われ
る場合のストリームの数、プリコーディングベクトル(Precoding　Vector)に関する情報
、データサイズ、変調方式、HARQ(Hybrid　Automatic　Repeat　reQuest)に関する情報等
が含まれる。また、上記上りリンクスケジューリンググラントには、例えば、上りリンク
の共有チャネルに関する、上りリンクのリソースの割り当て情報、ＵＥのＩＤ、データサ
イズ、変調方式、上りリンクの送信電力情報、アップリンクMIMO(Uplink　MIMO)における
デモジュレーションレファレンスシグナル(Demodulation　Reference Signal)の情報等が
含まれる。
【０００７】
　マルチインプットマルチアウトプット(MIMO)方式は、通信に複数のアンテナを用いるこ
とで伝送信号の高速化及び／又は高品質化を図るマルチアンテナ方式の通信である。更に
、送信信号のストリームを複製し、複製された各ストリームを適切な重みと共に合成して
送信することで、指向性の制御されたビームで通信相手に信号を送ることができる。これ
は、プリコーディング方式と呼ばれ、使用される重み係数(ウエイト)はプリコーディング
ベクトルと呼ばれる。
【０００８】
　図１はプリコーディングが行われる様子を模式的に示す。２つのストリーム（送信信号
１，２）はそれぞれコピー部で２系統に複製され、各系統でプリコーディングベクトルが
乗算され、合成された後に送信される。より適切なプリコーディングベクトルを利用する
観点からは、図示のようなクローズドループ方式のプリコーディングが好ましい。この場
合、プリコーディングベクトルは、受信側（ユーザ装置）からのフィードバックに基づい
て、より適切な値になるよう適応的に制御される。プリコーディング方式では、各ストリ
ームが空間的に別様に送信されるので、ストリーム毎の品質改善効果を大きく期待できる
。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】3GPP TR 25.814 (V7.0.0), "Physical Layer Aspects for Evolved UTR
A," June 2006
【非特許文献２】R1-070103, Downlink L1/L2 Control Signaling Channel Structure: C
oding
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　ところで、プリコーディングされた共有データチャネルを適切に復調するには、共有デ
ータチャネルに対するチャネル補償を正確に行う必要がある。これを行う１つの方法は、
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共有データチャネルと同様にプリコーディングされるリファレンス信号を別途専用に用意
することである。確かにそのようなリファレンス信号があれば、チャネル推定を高精度に
行うことができるかもしれない。しかしながら専用に用意しなければならないリファレン
ス信号用のリソースは少なくないので、オーバーヘッドがかなり大きくなってしまう。従
ってこの方式は、システム全体でのスループットを向上させる観点からは望ましくない。
【００１１】
　このような関連からは、全ユーザに共通の共通リファレンス信号(Common　Reference　
Signal)に基づいてチャネル推定を行うことが考えられる。この場合、共有データチャネ
ルに適用されたプリコーディングがどのようであるかを示す情報が、ユーザ装置に通知さ
れる必要がある。説明の便宜上、この情報を、プリコーディングマトリクスインジケータ
(PMI:　Pre-coding　Matrix　Indicator)と呼ぶことにする。
【００１２】
　図２に示されるように、プリコーディングの内容をユーザ装置に通知する１つの方法は
、プリコーディングされた下り物理共有チャネルと共に、そのチャネルに適用されたプリ
コーディングベクトルを示すPMIが常に伝送されるようにすることである。図２では、ユ
ーザ装置UEから何らかのプリコーディングベクトルを示すPMIが基地局装置eNBにフィード
バックされる。基地局装置eNBはユーザ装置UEにより指定されたプリコーディングベクト
ル又は別のプリコーディングベクトルを示すPMIと共に、下り物理共有チャネルを送信す
る。この方法によれば、通信状況に最も相応しいPMIを基地局装置eNBで決定し、下りリン
クでのリソースの有効活用を図ることができる。例えば、ユーザ装置UEが４ストリーム分
のプリコーディングベクトルを基地局装置eNBに送信したところ、下りトラフィックは２
ストリームで十分足りるかもしれない。この場合、基地局装置eNBは２ストリームに関す
るプリコーディングベクトルを用意し、それで通信することで、リソースを過不足無く有
効活用できる。しかしながら、下りリンクで常にPMIを通知しなければならいので、少な
くともその分だけオーバーヘッドが大きくなってしまう。しかもPMIの占める情報量は、
下りリンクでのユーザ多重数と共に増減し、受信側でのブラインド検出は困難になりやす
い。
【００１３】
　図３に示されるように、プリコーディングベクトルをユーザ装置で既知にする別の方法
は、基地局装置eNBがユーザ装置UEからフィードバックされたPMIに常に従うように強制す
ることである。この方法は、下り物理共有チャネルにPMIが付随しなくてよいので、オー
バーヘッドを節約する観点から好ましい。しかしながらこのようにすると、基地局装置eN
Bはプリコーディングベクトルをより適切なものに変更できなくなり、リソースの有効利
用の観点からは好ましくない。また、万一基地局装置eNBで検出したPMIが誤っていた場合
、基地局装置はユーザ装置の期待するものと異なるベクトルでプリコーディングを行うこ
とになる。この場合、ユーザ装置はPMIが誤認定されたことを知らないので、ユーザ装置
は品質の悪い受信信号を無駄に処理してしまう。
【００１４】
　本発明の課題は、プリコーディングを行うMIMO方式の移動通信システムで、下りリンク
のオーバーヘッドの削減及び無線リソースの有効利用を図ることである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　一実施例による基地局装置は、
　プリコーディングを行うＭＩＭＯ方式の移動通信システムで使用される基地局装置であ
って、
　特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ（Ｐ
ＭＩ）をユーザ装置から受信する受信部と、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルを下りリンクの通信に使用するか否
かを示すフラグインジケータの値を決定する決定部と、
　前記フラグインジケータを少なくとも含む下り制御信号を作成する制御信号生成部と、
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　前記下り制御信号を含む信号を下りリンクで送信する送信部とを備え、
　前記ＰＭＩで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない
場合、当該基地局装置及び前記ユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリン
クの通信でプリコーディングベクトルとして使用され、
　前記フラグインジケータは、多ビットで表現されており、前記フラグインジケータによ
って、複数のデフォルトベクトルの内の何れかも指定され、
　前記制御信号生成部は、制御情報、フラグインジケータ及び誤り検出情報を含む情報部
分を符号化単位としてチャネル符号化し、
　前記誤り検出情報は、前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算
対象に所定の演算を行うことで導出されることを特徴とする基地局装置である。
【発明の効果】
【００１６】
　一実施例によれば、プリコーディングを行うMIMO方式の移動通信システムで、下りリン
クのオーバーヘッドの削減及び無線リソースの有効利用を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】プリコーディングが行われる様子を模式的に示す図である。
【図２】従来技術の問題点を説明するための図を示す。
【図３】従来技術の問題点を説明するための図を示す。
【図４】本発明の一形態で使用される基地局装置eNB及びユーザ装置UEの概念図を示す。
【図５】本発明の一実施例によるユーザ装置での動作例を示すフローチャートである。
【図６】本発明の一実施例による基地局装置での動作例を示すフローチャートである。
【図７】X=1の場合における誤り検出ビットが導出される様子を示す図である。
【図８】X=0の場合における誤り検出ビット及びチャネル符号化単位を示す図である。
【図９】制御ビットにフィードバックPMIが畳み込まれる様子を示す図である。
【図１０】本発明の一実施例による基地局装置の機能ブロック図である。
【図１１】本発明の一実施例によるユーザ装置の機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　図４は本発明の一形態で使用される基地局装置eNB及びユーザ装置UEの概念図を示す。
先ず、特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ
(PMI)がユーザ装置UEから基地局装置eNBにフィードバックされる。基地局装置eNBは、PMI
で特定されるプリコーディングベクトルを下りリンクの通信に実際に使用するか否かを判
定し、判定結果を示すフラグインジケータを用意する。基地局装置eNBはフラグインジケ
ータと共に下り物理共有チャネルを送信する。ユーザ装置UEはフラグインジケータの値を
確認することで、過去にPMIで基地局装置eNBにフィードバックしたプリコーディングベク
トルが下りリンクで実際に使用されているか否かを判定できる。一例として、フラグイン
ジケータは１ビットで表現され、"０"の値をとる場合は、PMIで指定したプリコーディン
グベクトルが下り通信に使用される。"１"の値の場合は、基地局装置eNB及びユーザ装置U
Eで通信開始前から既知のデフォルトベクトルがプリコーディングベクトルとして使用さ
れる。フラグインジケータのビット数はPMIより少なくて済むので、PMIを毎回下りリンク
で通知する従来方式よりもオーバーヘッドをかなり削減できる。また、基地局装置eNBは
ユーザ装置UEからフィードバックされたPMIで指定されるものとは異なるプリコーディン
グベクトルを選択する余地があるので、リソースの有効利用を図ることもできる。
【００１９】
　ところで、基地局装置eNBが下り通信に使用したプリコーディングベクトルと、フラグ
インジケータに従ってユーザ装置UEで用意したプリコーディングベクトルとが常に一致し
ているとは限らない。例えば、基地局装置eNBがユーザ装置UEからのPMIを誤って受信し、
誤認定されたPMIの示すベクトルが下りリンクのプリコーディングベクトルとして使用さ
れた場合や、フラグインジケータがユーザ装置UEで誤って受信された場合等があり得る。
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このような場合に、ユーザ装置UEが用意したプリコーディングベクトルで受信信号の重み
付け及び以後の復調処理を進めると、著しく劣化した信号が無駄に導出されるおそれがあ
る。このような観点からは、ユーザ装置UEは基地局装置eNBからの通知の当否を確認して
もよい。
【００２０】
　本発明の一形態では、基地局装置は、制御情報、フラグインジケータ及び誤り検出情報
を含む情報部分を符号化単位としてチャネル符号化する。この誤り検出情報は、制御情報
及びフラグインジケータを少なくとも含む演算対象に所定の演算を行うことで導出される
。フラグインジケータが所定値の場合にはPMIが演算対象に含まれ、別の所定値の場合に
は演算対象にPMIは含まれない。ユーザ装置は、制御情報、フラグインジケータ及び必要
に応じてPMIを含む演算対象について、所定の演算を行い、誤り検出情報を導出する。そ
して、基地局装置で用意された誤り検出情報とユーザ装置で用意された誤り検出情報とを
比較する。これにより、フラグインジケータに従ってユーザ装置UEで用意されるプリコー
ディングベクトルを、下りリンクの通信に使用することの当否を判定することができる。
【００２１】
　なお、フラグインジケータのビット数はPMIより少ないので、フラグインジケータだけ
では十分に大きな誤り訂正能力を得ることは容易でない。上述したように本発明の一形態
では、フラグインジケータだけでなく、それが制御情報及び誤り検出情報と共に符号化さ
れる。従って、フラグインジケータだけの時よりも大きな符号化利得が得られ、制御ビッ
ト等と同程度に大きな誤り訂正能力を期待できるかもしれない。
【００２２】
　フラグインジケータは何ビットで表現されてもよいが、最少１ビットで表現されてもよ
い。PMIで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない場合
、基地局装置及びユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリンクの通信でプ
リコーディングベクトルとして使用されてもよい。これにより、PMIで指定されたベクト
ルが実際に使用されない場合には、デフォルトのベクトルが必ず使用されることになる。
従ってPMIより少ないビット数のフラグインジケータの値を判定することで、実際に使用
されるベクトルを特定することができる。
【００２３】
　デフォルトベクトルは使用されないことをフラグインジケータが示す場合(X=0)、制御
情報にPMIが畳み込まれた情報と、フラグインジケータと、誤り検出情報とを含む情報部
分がチャネル符号化され、ユーザ装置に送信されてもよい。これは制御情報のビット数を
増やさずにPMIをユーザ装置に送信する観点から好ましい。但し、PMIの占めるビット数が
何ビットであるかがユーザ装置に別途通知されることを要する。
【００２４】
　本発明の一形態によれば、基地局装置は、ユーザ装置からフィードバックされて来たPM
Iについて誤り検出を行ってもよい。これは、下りリンクの通信にデフォルトベクトルが
使用されるべきか否かを確実に判断する観点から好ましい。PMIと、PMIに対する誤り検出
情報とが基地局装置で受信され、ユーザ装置で算出された誤り検出情報と、基地局装置で
算出された誤り検出情報とを比較することで、誤り検出が行われてもよい。ユーザ装置か
ら受信した上りリファレンス信号の受信品質の良否に応じて、誤り検出が行われてもよい
。ユーザ装置から受信した共有データチャネルの尤度情報に基づいて、誤り検出が行われ
てもよい。
【００２５】
　以下、本発明の実施例が説明される。発明の理解を促すため具体的な数値例を用いて説
明がなされるかもしれないが、特に断りのない限り、それらの数値は単なる一例に過ぎず
適切な如何なる値が使用されてもよい。
【実施例１】
【００２６】
　＜動作説明（下りリンクの通信開始前）＞
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　以下、本発明の一実施例による移動通信システムにおける基地局装置eNB及びユーザ装
置UEでの動作を説明する。移動通信システムでは、プリコーディングを行いながらマルチ
インプットマルチアウトプット(MIMO:　Multi-Input　Multi-Output)方式の通信が行われ
る。従って、基地局装置eNB及びユーザ装置UEはそれぞれ複数の送受信アンテナを有し、
各アンテナを通じて伝送される信号は、適切な方向に向くようにプリコーディングベクト
ルによる重み付けがなされる。
【００２７】
　図５は本発明の一実施例によるユーザ装置での動作例を示し、図６は本発明の一実施例
による基地局装置での動作例を示す。プリコーディングベクトルはユーザ装置UEから基地
局装置eNBへのフィードバック(PMI)に基づいて適応的に制御される。図５のステップ５０
２では、基地局装置eNBにフィードバックするPMIが決定される。典型的には、プリコーデ
ィングベクトルは、コードブックに事前に格納済みの所定数個のベクトル(U1,U2,…,UP)
の内の何れかである。従って、PMIは所定数個のベクトル(U1,U2,…,UP)の内の何れか(Ui)
を指定する。より一般的にはプリコーディングベクトルは、択一的な選択肢ではなく、適
切な如何なるベクトルに適応的に調整されてもよい。但し、プリコーディングベクトルに
なり得るベクトルを択一的な選択肢に限定することは、ベクトル制御演算負担を軽減しつ
つ適応制御を可能にする観点から好ましい。
【００２８】
　ステップ５０４では、決定されたPMIが基地局装置eNBに送信される。
【００２９】
　図６のステップ６０２に示されるように、基地局装置eNBはユーザ装置UEからPMIを受信
する。
【００３０】
　ステップ６０４では、PMIで指定されているプリコーディングベクトルが何であるかが
特定される。そして、特定されたプリコーディングベクトルが、下りリンクでの通信に相
応しいか否かが判定される。この判定は、ストリーム数、送信アンテナ数、下りトラフィ
ック量等に基づいてなされてもよい。本実施例では、PMIで指定されたプリコーディング
ベクトルが、下りリンクでの通信に適切でなかった場合、基地局装置eNB及びユーザ装置U
Eで通信開始前から既知のデフォルトベクトルがプリコーディングベクトルとして使用さ
れる。デフォルトベクトルは、いくつ用意されていてもよいが、説明の簡明化を図るため
、唯１つしか用意されていないものとする。即ち本実施例では、下りリンクのプリコーデ
ィングベクトルとして２つの選択肢が用意され、１つはPMIで指定されているベクトルで
あり、もう１つはデフォルトベクトルである。更に本実施例では、下りリンクのプリコー
ディングベクトルとして、何が使用されるかを示すフラグインジケータが定義され、１ビ
ットで表現される。従って、フラグインジケータの値（例えば、１又は０）に応じて、デ
フォルトベクトル又はPMIで指定されているプリコーディングベクトルが使用される。デ
フォルトベクトルが１通りより多く用意される場合は、フラグインジケータの値も１より
多いビット数で表現されてよい。この場合、例えばデフォルトベクトルが３種類用意され
、それらの内どれが下り通信に使用されるかをユーザ装置に通知するために、２ビットの
フラグインジケータが使用されてもよい。
【００３１】
　ステップ６０６では、デフォルトベクトルがプリコーディングベクトルとして使用され
る場合における誤り検出ビットが計算される。
【００３２】
　図７に示されるように、誤り検出ビットは、制御ビット（制御情報）とフラグインジケ
ータの値（図示の例では"１"）とを含む情報に、所定の演算を適用することで導出される
。誤り検出ビットは、典型的には図示のように巡回冗長検査(CRC)で使用される検査ビッ
トであるが、適切な如何なる他の誤り検査ビットが使用されてもよい。更に本実施例では
、CRCによる検査ビットにユーザ識別子(UE-ID)が畳み込まれたものが、誤り検出ビットと
して使用される。制御ビットには、下りリンクでユーザ装置に通知される様々な情報が含
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まれ、典型的にはL1/L2制御チャネルに含まれる情報がそれに該当するが、その一部しか
含まれていなくてもよいし、或いはL1/L2以外の情報が含まれていてもよい。いずれにせ
よ、このステップで誤り検出ビットの演算対象になる「制御ビット」はフラグインジケー
タでもPMIでもない情報を含む。
【００３３】
　図６のステップ６０８では、誤り訂正用のチャネル符号化が行われる。符号化は畳み込
み符号化、ターボ符号化等の当該技術分野で既知の適切な如何なる方式でなされてもよい
。本実施例では、制御ビットと、フラグインジケータ("１")と、誤り検出ビットとを含む
情報部分が１つの符号化単位として符号化される。
【００３４】
　ステップ６１０では、PMIで指定されているベクトルがプリコーディングベクトルとし
て使用される場合における誤り検出ビットが計算される。
【００３５】
　図８に示されるように、誤り検出ビットは、制御ビットと、フラグインジケータの値（
図示の例では"０"）と、フィードバックされて来たPMIとを含む情報に、所定の演算を適
用することで導出される。誤り検出ビットは、典型的には図示のようにCRCで使用される
検査ビットであるが、適切な如何なる他の誤り検査ビットが使用されてもよい。更に本実
施例では、CRCによる検査ビットにUE-IDが畳み込まれたものが、誤り検出ビットとして使
用される。図７の場合とは異なり、目下の場合、フィードバックされて来たPMIが、誤り
検出ビットを導出する際の演算対象に含まれていることに留意を要する。誤り検出ビット
は、典型的には図示のようにCRCで使用される検査ビットであるが、適切な如何なる他の
誤り検査ビットが使用されてもよい。制御ビットには、下りリンクでユーザ装置に通知さ
れる様々な情報が含まれ、典型的にはL1/L2制御チャネルに含まれる情報がそれに該当す
るが、その一部しか含まれていなくてもよいし、或いはL1/L2以外の情報が含まれていて
もよい。
【００３６】
　図６のステップ６１２では、誤り訂正用のチャネル符号化が行われる。符号化は畳み込
み符号化、ターボ符号化等の当該技術分野で既知の適切な如何なる方式でなされてもよい
。本実施例では、制御ビットと、フラグインジケータ("０")と、誤り検出ビットとを含む
情報部分が１つの符号化単位として符号化される。
【００３７】
　図８に示されているように、この符号化単位には、フィードバックされたPMIは含まれ
ていないことに特に留意を要する。即ち、フィードバックされて来たPMIは、誤り検出ビ
ットを導出するための演算対象には含まれるが、チャネル符号化の対象にはならない。ま
た、ステップ６０８でもステップ６１０でもチャネル符号化は、制御ビットと、フラグイ
ンジケータと、誤り検出ビットとを含む情報部分を１単位にするので、それらは同程度の
大きさになることにも留意を要する。
【００３８】
　図６のステップ６１４では、チャネル符号化された情報部分を含む信号が下りリンクで
適切に伝送される。図示の簡明化を図るため、図６では下り送信信号を生成するための一
般的な信号処理は省略されている。送信信号には、制御チャネルだけでなく、下り物理共
有チャネル(PDSCH)、リファレンス信号等の信号が含まれていてもよい。信号処理の具体
例としては、例えば、データ変調(QPSK、１６ＱＡＭ等)、プリコーディングによる重み付
け、逆フーリエ変換、ガードインターバルの付与、ディジタルアナログ変換、帯域限定、
電力増幅等が含まれてもよい。
【００３９】
　ステップ６０２にて、受信したフィードバックPMIについて誤りがあるか否かが、追加
的に基地局装置で確認されてもよい。例えば、ユーザ装置から、PMIだけでなく、そのPMI
に対する誤り検査ビットも受信される場合、その誤り検査ビットを用いてPMIの正誤が確
認されてもよい。また、基地局装置は、ユーザ装置から受信した上りリファレンス信号の
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受信品質(例えば、受信SINR等)の良否に基づいて、受信したPMIの正誤が確認されてもよ
い。また、上り共有データチャネルが基地局装置で受信される場合、その上り共有データ
チャネルを復号する際に得られる尤度に基づいて、受信したPMIの正誤が確認されてもよ
い。受信したPMI自体の復号の際に得られた尤度が使用されてもよい。これらの方法は単
独で使用されてもよいし、２つ以上の組み合わせが使用されてもよい。
【００４０】
　なお、ステップ６１２のチャネル符号化に先立って、図９に示されるように、PMIを示
す情報が、制御ビットに畳み込まれていてもよい。このようにすると、PMIを示す情報を
下りリンクで伝送する際に、信号のビット数を増やさずに済む。但し、制御ビットの何ビ
ットが畳み込みに使用されているかを示す情報が、ユーザ装置に何らかの手段で通知され
る必要がある。
【００４１】
　＜動作説明（下りリンクの通信開始後）＞
　図５のステップ５０６では、ユーザ装置UEで下り物理共有チャネルが受信される。図示
の簡明化を図るため、図５では下り受信信号を用意するための一般的な信号処理は省略さ
れている。受信信号には、制御チャネルだけでなく、下り物理共有チャネル(PDSCH)、リ
ファレンス信号等の信号が含まれていてもよい。信号処理の具体例としては、例えば、電
力増幅、帯域限定、アナログディジタル変換、ガードインターバルの除去、フーリエ変換
等が含まれてもよい。
【００４２】
　ステップ５０８では、受信信号の制御情報部分に関してチャネル復号が行われる。図６
のステップ６０８，６１０で説明したように、チャネル符号化は、制御ビットと、フラグ
インジケータと、誤り検出ビットとを含む情報部分を１単位として行われている。復号後
、フラグインジケータの値Xが確認される。X=1の場合フローはステップ５１０に進み、X=
0の場合フローはステップ５１２に進む。
【００４３】
　ステップ５１０では、X=1の場合における誤り検査ビットが計算される。本ステップに
至る場合は、下りリンクの通信に使用されるプリコーディングベクトルが、デフォルトベ
クトルの場合である。従って、基地局装置では図６のステップ６０６による誤り検出ビッ
トが付加され、図７に示されるようになっている。そこで、図５のステップ５１０でも、
制御ビットと、フラグインジケータ（"１"）とを含む情報部分に所定の演算が行われ、誤
り検出ビットが導出される。
【００４４】
　ステップ５１２では、X=０の場合における誤り検査ビットが計算される。本ステップに
至る場合は、下りリンクの通信に使用されるプリコーディングベクトルが、PMIで指定さ
れるベクトルの場合である。従って、基地局装置では図６のステップ６１０による誤り検
出ビットが付加され、図８に示されるようになっている。そこで、図５のステップ５１２
でも、制御ビットと、フラグインジケータ（"０"）と、PMIとを含む情報部分に所定の演
算が行われ、誤り検出ビットが導出される。このPMIは、ユーザ装置UEがステップ５０４
で基地局装置eNBに送信したものであるので、例えばバッファに記憶しておけばユーザ装
置にとって既知である。
【００４５】
　ステップ５１４では、基地局装置eNBで付加された誤り検出ビットと、ユーザ装置UEで
導出した誤り検出ビットとを比較することで、誤り検査が行われる。これにより、下りリ
ンクの通信に使用されているプリコーディングベクトルが、デフォルトのベクトルである
か又はPMIで指定したベクトルであるかを正しく確認できる。
【００４６】
　ステップ５１６では、ステップ５１４で確認された正しいプリコーディングベクトルに
基づいて、下り物理共有チャネルのチャネル補償及び復調が高精度に行われる。
【００４７】



(11) JP 4800447 B2 2011.10.26

10

20

30

40

50

　本実施例によれば、基地局装置eNBがユーザ装置UEからPMIを誤って受信した場合や、基
地局装置eNBからの通知内容をユーザ装置UEで誤って受信した場合に、否定的な誤り検出
結果がユーザ装置で得られる。従ってユーザ装置は誤ったプリコーディングベクトルに関
する情報を、直ちに破棄してもよいし、低い尤度のまま維持し、後のパケット合成に備え
てもよい。本実施例によれば、ユーザ装置UE及び基地局装置eNB間のプリコーディングベ
クトルに関する認識の違いを確実に検出できる。
【００４８】
　＜基地局装置の構成＞
　図１０は本発明の一実施例による基地局装置の機能ブロック図である。図１０には、RF
受信機部１０２、上りリンク受信信号復調部１０４、データ信号復号部１０６、制御情報
復号部１０８、PMI正誤判定部１１０、プリコーディングベクトル選択部１１２、CRC付与
部１１４、PMI除去部１１６、チャネル符号化部１１８、制御情報変調部１２０、直並列
変換部１２２、チャネル符号化部１２４、データ変調部１２６、プリコーディングベクト
ル乗算部１２８、信号多重部１３０、逆フーリエ変換部１３２及びRF送信機部１３４が描
かれている。
【００４９】
　RF受信機部１０２は、複数のアンテナ＃１～＃Mで受信した信号各々をベースバンドデ
ィジタル信号に変換するための信号処理を行う。信号処理は、例えば、電力増幅、帯域限
定、アナログディジタル変換等が含まれてもよい。
【００５０】
　上りリンク受信信号復調部１０４は、上りリンクで伝送され受信された上りPUSCH、制
御チャネル(L1/L2制御チャネル等)、リファレンス信号等を適切に分離する。リファレン
ス信号の受信状態に基づいて、チャネル推定や受信信号品質測定等も行われる。受信信号
品質は、例えばSINRで測定されてもよい。
【００５１】
　データ信号復号部１０６は、各送信アンテナから送信され受信された信号を１つ以上の
ストリームに信号分離し、ストリーム毎に復号を行う。復号は送信側で行われた符合化に
対応して行われる。復号の際に、尤度情報と共に誤り訂正も行われる。
【００５２】
　制御情報復号部１０８は、制御チャネルを復号し、L1/L2制御チャネルに含まれる情報
等を抽出する。本実施例では、制御情報復号部１０８は、PMIを抽出し、ユーザ装置から
通知されたプリコーディングベクトルを特定する。PMIだけでなく、PMIに付随するCRC誤
り検出ビットも受信されている場合は、PMIに対する誤り検出処理が行われ、CRC検出結果
も出力される。
【００５３】
　PMI正誤判定部１１０は、ユーザ装置UEからフィードバックされて来たPMIが誤っている
か否かを確認する。例えば、ユーザ装置から、PMIだけでなく、そのPMIに対する誤り検査
ビットも受信される場合、その誤り検査ビットを用いてPMIの正誤が確認されてもよい。
また、ユーザ装置から受信した上りリファレンス信号の受信品質(例えば、受信SINR等)の
良否に基づいて、PMIの正誤が確認されてもよい。上り共有データチャネルを復号する際
に得られた尤度に基づいて、PMIの正誤が確認されてもよい。更には、受信したPMI自体の
復号の際に得られた尤度が使用されてもよい。図１０では、CRC検出結果、受信SIR及び尤
度情報がすべて用意されるように描かれているが、これらの内の１つが単独で使用されて
もよいし、２つ以上の組み合わせが使用されてもよい。
【００５４】
　プリコーディングベクトル選択部１１２は、PMI正誤判定部１１０からの判定結果及び
所定の判断基準に基づいて、下り通信に使用するプリコーディングベクトルを決定する。
所定の判断基準は、下り通信に必要なストリーム数、アンテナ数、トラフィック量等でも
よい。例えば、PMIが正しく受信されていた場合に、そのPMIで示されるベクトルがプリコ
ーディングベクトルとして使用されてもよい。PMIが誤っていたならば、そのPMIで示され
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るプリコーディングベクトルを使用しても実益に乏しい。この場合、基地局装置及びユー
ザ装置間で予め決められているデフォルトベクトルが、プリコーディングベクトルとして
使用されてもよい。更には、PMIが正しく受信されていたとしても、下り通信に実際に必
要なトラフィック量に依存して、PMIで示されるものと異なるベクトルがプリコーディン
グベクトルとして使用されてもよい。プリコーディングベクトル選択部１１２は、下り通
信に実際に使用するプリコーディングベクトルが、ユーザ装置の希望通りであるか(X=0)
又はデフォルトのものであるか(X=1)を示すフラグインジケータを用意し、それをCRC付与
部１１４に通知する。X=0の場合、PMIもCRC付与部１４に通知される。
【００５５】
　CRC付与部１１４は、制御ビット(制御信号)と、フラグインジケータと、必要に応じてP
MIとを含む情報部分に所定の演算を行い、CRC誤り検出ビットを導出する。
【００５６】
　PMI除去部１１６は、CRC誤り検出ビットの導出過程で演算対象にPMIが含まれていた場
合にはそれを除去し、フラグインジケータの値によらず、制御ビットと、フラグインジケ
ータと、CRC誤り検出ビットとを含む情報部分を用意する。
【００５７】
　チャネル符号化部１１８は、その情報部分を符号化単位としてチャネル符号化を行う。
【００５８】
　制御情報変調部１２０は、チャネル符号化後の信号をデータ変調する。
【００５９】
　直並列変換部１２２は、下り物理共有チャネルで伝送される直列的な送信信号を並列的
な複数のストリームに変換する。
【００６０】
　チャネル符号化部１２４は、各ストリームについてチャネル符号化を行う。
【００６１】
　データ変調部１２６は、チャネル符号化後の信号についてデータ変調を行う。
【００６２】
　プリコーディングベクトル乗算部１２８は、各ストリームについて、プリコーディング
ベクトルによる重み付けを行う。プリコーディングベクトルは、プリコーディングベクト
ル選択部１１２で決定されたものである。
【００６３】
　信号多重部１３０は、制御チャネル、物理共有チャネル及び他のチャネルを多重する。
【００６４】
　逆フーリエ変換部１３２は、多重後の各ストリームを逆高速フーリエ変換し、OFDM方式
の変調を行う。
【００６５】
　RF送信機部１３４は、各ストリームを複数の送信アンテナから無線送信される信号に変
換するための処理を行う。そのような処理には、ガードインターバルの付与、ディジタル
アナログ変換、帯域限定、電力増幅等が含まれてもよい。
【００６６】
　＜ユーザ装置の構成＞
　図１１は本発明の一実施例によるユーザ装置の機能ブロック図を示す。図１１には、デ
ータ信号符号化及び変調部２０２、制御信号符号化及び変調部２０４、上りリンク送信信
号生成部２０６、RF送信機部２０８、RF受信機部２１０、フーリエ変換部２１２、プリコ
ーディングベクトル選択部２１４、PMI蓄積部２１６、制御情報復調部２１８、チャネル
復号部２２０、PMI追加部２２２、CRC検出部２２４、プリコーディングベクトル乗算部２
３０、信号分離部２３２、チャネル復号部２３４及び並直列変換部２３６が描かれている
。
【００６７】
　データ信号符号化及び変調部２０２は、上り物理共有チャネルのチャネル符号化及びデ
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ータ変調を行う。
【００６８】
　制御信号符号化及び変調部２０４は、上りL1/L2制御チャネルのチャネル符号化及びデ
ータ変調を行う。
【００６９】
　上りリンク送信信号生成部２０６は、制御チャネル及びデータチャネルを適切にマッピ
ングし、送信ストリームを用意する。例えば、離散フーリエ変換、周波数領域でのマッピ
ング等の処理、逆フーリエ変換等の処理がストリーム毎に行われる。
【００７０】
　RF送信機部２０８は、ベースバンドのストリームを複数の送信アンテナから無線送信す
るための信号に変換する処理を行う。そのような処理は、例えばディジタルアナログ変換
、帯域限定、電力増幅等を含んでよい。
【００７１】
　RF受信機部２１０は、RF送信機部２０８とは逆に、複数の受信アンテナから得られた無
線信号をベースバンドのストリームに変換する処理を行う。そのような処理は、電力増幅
、帯域限定及びアナログディジタル変換等をストリーム毎に行うことを含んでもよい。
【００７２】
　フーリエ変換部２１２は、各ストリームについて高速フーリエ変換を行い、OFDM方式で
の復調を行う。
【００７３】
　プリコーディングベクトル選択部２１４は、受信信号中のリファレンス信号の受信状況
に基づいて、下りリンクに相応しいプリコーディングベクトルを決定し、それを示すPMI
を出力する。典型的には、プリコーディングベクトルは、コードブックに事前に格納済み
の所定数個のベクトル(U1,U2,…,UP)の内の何れかである。従って、PMIは所定数個のベク
トル(U1,U2,…,UP)の内の何れか(Ui)を指定する。より一般的にはプリコーディングベク
トルは、択一的な選択肢ではなく、適切な如何なるベクトルに適応的に調整されてもよい
。
【００７４】
　PMI蓄積部２１６は、プリコーディングベクトル選択部２１４で決定されたPMIを一定期
間保持する。
【００７５】
　制御情報復調部２１８は、受信信号中の制御信号を復調する。
【００７６】
　チャネル復号部２２０は、制御情報と、フラグインジケータと、CRC誤り検出ビットと
を含む情報部分を１つの復号単位としてチャネル復号を行う。チャネル復号の単位は、送
信側で行われている符号化の単位に合わせて行われる。復号の結果、フラグインジケータ
の値Xが判定される。
【００７７】
　PMI追加部２２２は、フラグインジケータの値が所定値(上記の例では、X=0の場合)であ
った場合に、過去に基地局装置に送信したPMIをPMI蓄積部２１６から抽出し、誤り検出ビ
ットの導出に備える。この場合、制御ビットと、フラグインジケータの値X=0と、用意さ
れたPMIとを含む情報部分に所定の演算を行うことで、CRC誤り検出ビットが導出される。
フラグインジケータの値が別の所定値(上記の例では、X=1の場合)であった場合には、何
らのPMIも用意せずに、誤り検出ビットの導出に備える。この場合、制御ビットと、フラ
グインジケータの値X=1とを含む情報部分に所定の演算を行うことで、CRC誤り検出ビット
が導出される。
【００７８】
　CRC検出部２２４は、基地局装置で用意された誤り検出ビットと、ユーザ装置（PMI追加
部２２２）で用意された誤り検出ビットとを比較することで、基地局装置からの通知の当
否を確認する。誤りが検出されなかった場合は、基地局装置からの通知に従って以後の処
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理が進められる。誤りが検出された場合は、基地局装置からの通知内容は破棄されてもよ
いし、後のパケット合成に備えて保持されてもよい。
【００７９】
　プリコーディングベクトル乗算部２３０は、受信した下り物理共有チャネルにプリコー
ディングベクトルによる重み付けを行う。プリコーディングベクトルは、過去にユーザ装
置が基地局装置にフィードバックして通知したものかもしれないし、デフォルトで決めら
れているベクトルかもしれない。それが何であるかは、CRC検出部２２４での検出結果に
依存する。
【００８０】
　信号分離部２３２は、当該技術分野で既知の何らかの信号分離アルゴリズムを利用して
、受信信号を各ストリームに分離する。
【００８１】
　チャネル復号部２３４は、下り物理共有チャネルのチャネル復号を行う。
【００８２】
　並直列変換部２３６は、並列的なストリームを直列的な信号系列に変換し、変換後の信
号は、基地局装置から送信される前の信号に復元された信号として出力される。
【００８３】
　以上本発明は特定の実施例を参照しながら説明されてきたが、各実施例は単なる例示に
過ぎず、当業者は様々な変形例、修正例、代替例、置換例等を理解するであろう。発明の
理解を促すため具体的な数値例を用いて説明がなされたが、特に断りのない限り、それら
の数値は単なる一例に過ぎず適切な如何なる値が使用されてもよい。説明の便宜上、本発
明の実施例に係る装置は機能的なブロック図を用いて説明されたが、そのような装置はハ
ードウエアで、ソフトウエアで又はそれらの組み合わせで実現されてもよい。本発明は上
記実施例に限定されず、本発明の精神から逸脱することなく、様々な変形例、修正例、代
替例、置換例等が本発明に包含される。
【００８４】
　以下、実施例により教示される手段を例示的に列挙する。
【００８５】
　（第１項）
　プリコーディングを行うMIMO方式の移動通信システムで使用される基地局装置であって
、
　特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ(PMI
)をユーザ装置から受信する受信手段と、
　前記PMIで特定されるプリコーディングベクトルを下りリンクの通信に使用するか否か
を示すフラグインジケータの値を決定する手段と、
　前記フラグインジケータを少なくとも含む下り制御信号を作成する制御信号生成手段と
、
　前記下り制御信号を含む信号を下りリンクで送信する手段と、
　を有する基地局装置。
【００８６】
　（第２項）
　前記制御信号生成手段は、制御情報、フラグインジケータ及び誤り検出情報を含む情報
部分を符号化単位としてチャネル符号化し、
　前記誤り検出情報は、前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算
対象に所定の演算を行うことで導出され、
　前記フラグインジケータの値に応じて、前記PMIが前記演算対象に含まれるか否かが決
定される第１項記載の基地局装置。
【００８７】
　（第３項）
　前記PMIで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない場
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合、当該基地局装置及び前記ユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリンク
の通信でプリコーディングベクトルとして使用される第１又は２項記載の基地局装置。
【００８８】
　（第４項）
　前記フラグインジケータが１ビットで表現される第１乃至３の何れか1項に記載の基地
局装置。
【００８９】
　（第５項）
　前記フラグインジケータが、複数のデフォルトベクトルの内の何れかを指定するように
多ビットで表現される第１乃至３の何れか１項に記載の基地局装置。
【００９０】
　（第６項）
　前記フラグインジケータが所定値の場合、前記制御信号生成手段は、前記制御情報に前
記PMIが畳み込まれた情報と、前記フラグインジケータと、前記誤り検出情報とを含む情
報部分を符号化単位としてチャネル符号化する第１乃至５の何れか1項に記載の基地局装
置。
【００９１】
　（第７項）
　前記PMIについて誤り検出を行う手段を更に有する第１項記載の基地局装置。
【００９２】
　（第８項）
　前記受信手段は、前記PMIと、前記PMIに対する誤り検出情報とを受信し、前記ユーザ装
置で算出された誤り検出情報と、当該基地局装置で算出された誤り検出情報とを比較する
ことで、前記誤り検出が行われる第７項記載の基地局装置。
【００９３】
　（第９項）
　前記誤り検出を行う手段は、前記ユーザ装置から受信した上りリファレンス信号の受信
品質の良否に応じて、前記誤り検出を行う第７項記載の基地局装置。
【００９４】
　（第１０項）
　前記誤り検出を行う手段は、前記ユーザ装置から受信した共有データチャネルの尤度情
報に基づいて、前記誤り検出を行う第７項記載の基地局装置。
【００９５】
　（第１１項）
　プリコーディングを行うMIMO方式の基地局装置で使用される方法であって、
　特定のプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ(PMI
)をユーザ装置から受信するステップと、
　前記PMIで特定されるプリコーディングベクトルを下りリンクの通信に使用するか否か
を示すフラグインジケータの値を決定するステップと、
　前記フラグインジケータを少なくとも含む下り制御信号を作成する制御信号生成ステッ
プと、
　前記下り制御信号を含む信号を下りリンクで送信するステップと、
　を有する方法。
【００９６】
　（第１２項）
　プリコーディングを行うMIMO方式の移動通信システムで使用されるユーザ装置であって
、
　下りリンクで使用されるべきプリコーディングベクトルを特定する手段と、
　特定されたプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ
(PMI)を基地局装置に送信する手段と、
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　前記PMIで特定されたプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されるか否
かを示すフラグインジケータと、制御情報と、誤り検出情報とを含む信号を基地局装置か
ら受信し、復号する手段と、
　前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算対象について、所定の
演算を行い、誤り検出情報を導出する手段と、
　前記基地局装置で用意された誤り検出情報と当該ユーザ装置で用意された誤り検出情報
とを比較し、前記PMIで特定されたプリコーディングベクトルを下りリンクの通信に使用
することの当否を判定する手段と、
　を有し、前記フラグインジケータの値に応じて、前記PMIが前記演算対象に含まれるか
否かが決定されるユーザ装置。
【００９７】
　（第１３項）
　前記PMIで特定されるプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されない場
合は、当該基地局装置及び前記ユーザ装置双方で既知のデフォルトベクトルが、下りリン
クの通信でプリコーディングベクトルとして使用される第１２項記載のユーザ装置。
【００９８】
　（第１４項）
　前記フラグインジケータが１ビットで表現される第１２又は１３に記載のユーザ装置。
【００９９】
　（第１５項）
　前記フラグインジケータが、複数のデフォルトベクトルの内の何れかを指定するように
多ビットで表現される第１２又は１３に記載のユーザ装置。
【０１００】
　（第１６項）
　前記フラグインジケータが所定値の場合、前記制御情報に畳み込まれたPMIが抽出され
る第１２乃至１５の何れか1項に記載のユーザ装置。
【０１０１】
　（第１７項）
　前記PMIと、前記PMIに所定の演算を行うことで導出される誤り検出情報とを前記基地局
装置に送信する第１２乃至１６の何れか１項に記載のユーザ装置。
【０１０２】
　（第１８項）
　プリコーディングを行うMIMO方式のユーザ装置で使用される方法であって、
　下りリンクで使用されるべきプリコーディングベクトルを特定するステップと、
　特定されたプリコーディングベクトルを示すプリコーディングマトリクスインジケータ
(PMI)を基地局装置に送信するステップと、
　前記PMIで特定されたプリコーディングベクトルが下りリンクの通信に使用されるか否
かを示すフラグインジケータと、制御情報と、誤り検出情報とを含む信号を基地局装置か
ら受信し、復号するステップと、
　前記制御情報及び前記フラグインジケータを少なくとも含む演算対象について、所定の
演算を行い、誤り検出情報を導出するステップと、
　前記基地局装置で用意された誤り検出情報と当該ユーザ装置で用意された誤り検出情報
とを比較し、前記PMIで特定されたプリコーディングベクトルを下りリンクの通信に使用
することの当否を判定するステップと、
　を有し、前記フラグインジケータの値に応じて、前記PMIで特定されたプリコーディン
グベクトルが前記演算対象に含まれるか否かが決定される方法。
【符号の説明】
【０１０３】
　１０２　RF受信機部
　１０４　上りリンク受信信号復調部
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　１０６　データ信号復号部
　１０８　制御情報復号部
　１１０　PMI正誤判定部
　１１２　プリコーディングベクトル選択部
　１１４　CRC付与部
　１１６　PMI除去部
　１１８　チャネル符号化部
　１２０　制御情報変調部
　１２２　直並列変換部
　１２４　チャネル符号化部
　１２６　データ変調部
　１２８　プリコーディングベクトル乗算部
　１３０　信号多重部
　１３２　逆フーリエ変換部
　１３４　RF送信機部
　２０２　データ信号符号化及び変調部
　２０４　制御信号符号化及び変調部
　２０６　上りリンク送信信号生成部
　２０８　RF送信機部
　２１０　RF受信機部
　２１２　フーリエ変換部
　２１４　プリコーディングベクトル選択部
　２１６　PMI蓄積部
　２１８　制御情報復調部
　２２０　チャネル復号部
　２２２　PMI追加部
　２２４　CRC検出部
　２３０　プリコーディングベクトル乗算部
　２３２　信号分離部
　２３４　チャネル復号部
　２３６　並直列変換部
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